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NY マーケットレポート（2023 年 3 月 22 日） 
 

 
SBILM が作成 
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NY 市場レポート （前日 21 時 00分～午前 5時 30分まで） 
 

米国の主要な経済指標の結果 

FOMC 政策金利 4.75％-5.00％（予想 4.75%-5.00%・前回 4.50%-4.75%） 

 

データを基に SBILMが作成 

 

FOMC声明 

インフレは引き続き高い 

・雇用の増加はここ数カ月で回復し堅調なペースで進んでいる 

・米銀行システムは健全で回復力がある、 

・インフレのリスクを非常に注視している 

・今後の情報を注意深く監視し金融政策への影響を評価する 

・インフレ率を 2％の目標に戻すことに強く取り組む 

・リスクが生じた場合は金融政策の姿勢を適切に調整する準備がある 

・今回の金融政策決定は全会一致 
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パウエル FRB議長の会見での主な発言 

・銀行危機にどう金利を対応させるか判断は時期尚早 

・この 2 週間に銀行界で起きた事象は経済に影響も 

・インフレ率は依然として高過ぎで労働市場なおタイト 

・利上げ休止検討した、利上げ支持に強いコンセンサス 

・データは金利上昇示唆したが銀行ストレスが相殺 

・監督と規制の強化を支持する計画だ 

・想定より高い水準への利上げ必要ならそうする 

・軟着陸への道はまだ存在しておりそれを見つけようとしている 

・利下げはわれわれのベースケースではない 
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主要株価指数は 3営業日ぶりに反落 

米株式市場では、FOMCの結果発表を控えて、主要株価指数は序盤から小動きの展開となった。FOMCでは 0.25％

の利上げを決定したものの、パウエル FRB 議長が「利上げ休止を検討した」と発言したことを受けて、主要

株価指数は堅調な動きとなった。しかし、その後に「メンバーは年内の利下げを見込んでいない」、「利上

げが必要であればさらに利上げをする」と発言したことが嫌気されて下落に転じ、下げ幅を拡大した。ダウ

平均株価は、一時前日比 201 ドル高まで上昇したものの、その後は下落に転じて 530.49ドル安（-1.63％）

まで下落して終了。一方、ハイテク株中心のナスダックは、190.15ポイント安（-1.60％）で終了した。 

 

データを基に SBILMが作成 

 

データを基に SBILMが作成 



 
                                           

5 

ドルは主要通貨に対して下落 

NY 市場では、欧州市場の堅調な流れが一服し、ドル円・クロス円は序盤から軟調な動きとなった。FOMCの結

果発表を控えたポジション調整の売りや、米金利が低下に転じたことを受けて、ドル円・クロス円は軟調な

動きとなった。注目の FOMC では、予想通り 0.25％の利上げが決定されたが、声明で利上げに関する文言が

削除されていたことや、パウエル FRB議長が会見で「利上げの休止を検討した」と発言したことを受けて、

一段の下落となった。ドル/円は、序盤の 133.00から 131.01まで下落した。一方、欧州通貨や資源国通貨は

対ドルで上昇していたが、ダウ平均が高値から 730ドル超下落するなど主要株価指数が軒並み大幅下落とな

ったことを受けて、引けにかけて上げ幅を縮小し、対円では一段の下落となった。 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


